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指導検査基準中の「 評価区分」      
 

評価区分   指 導 形 態   

Ｃ    文書指摘   

福祉関係法令及び福祉関係通達等に違反する 場合（ 軽微な違反の場合

を除く 。） は、 原則と し て、「 文書指摘」 と する 。    

ただし 、改善中の場合、特別な事情によ り 改善が遅延し ている 場合等

は、「 口頭指導」 と する こ と ができ る 。    

Ｂ    口頭指導   

福祉関係法令以外の関係法令又はその他の通達等に違反する 場合は、

原則と し て、「 口頭指導」 と する 。    

ただし 、管理運営上支障が大き いと 認めら れる 場合又は正当な理由な

く 改善を怠っている 場合は、「 文書指摘」 と する 。    

   

なお、 福祉関係法令及び福祉関係通達等に違反する 場合であっても 、

軽微な違反の場合に限り 、「 口頭指導」 と する こ と ができ る 。    

Ａ    助言指導   
法令及び通達等のいずれにも 適合する 場合は、 水準向上のための 

「 助言指導」 を行う こ と ができ る 。    

   

     

 
 
 



【 凡例】
※以下の関係法令、 通知を略称し て次のよ う に表記する 。

番号 関　 係　 法　 令　 ・ 　 通　 　 知 略　 　 称

1 「 児童福祉法」 （ 昭和22年法律第164号） 児童福祉法

2 「 児童福祉法施行規則」 （ 昭和23年厚生省令第11号） 児童福祉法施行規則

3 「 病児保育事業の実施について　 別紙　 病児保育事業実施要綱」 （ 令和8年こ 成保第312号） 国実施要綱

4 「 東京都病児保育推進事業実施要綱の制定について」 （ 令和7年7福祉子保第1567号） 東京都推進実施要綱

5 「 保育所保育指針」 （ 平成29年厚生労働省告示第117号） 保育所保育指針

6 「 葛飾区病児・ 病後児保育事業等実施要綱」 （ 平成16年16葛子子第1895号）
葛飾区病児・ 病後児保育事
業等実施要綱

7 「 葛飾区私立保育園訪問型保育事業実施要綱」 （ 平成18年18葛子育第898号）
葛飾区訪問型保育事業実施
要綱

8 「 葛飾区児童福祉施設の設備及び運営に関する 基準を定める 条例」 （ 令和5年葛飾区条例第34号） 区条例

9 「 児童福祉施設の設備及び運営に関する 基準」 （ 昭和23年厚生省令第63号） 省令

10 「 児童虐待の防止等に関する 法律」 （ 平成12年法律第82号） 児童虐待防止法

11 「 児童福祉施設等における 児童の安全の確保について」 （ 平成13年6月15日雇児総発第402号） 雇児総発第402号通知

12 「 保育士によ る 児童生徒性暴力等の防止等に関する 基本的な指針について」 （ 令和5年3月27日子発0327第5号） 子発0327第5号通知

13 「 教育・ 保育施設等における 事故の報告等について」 （ 令和8年3月30日こ 成安第45号、 7教参学第52号） こ 成安第45号通知

14 「 特定教育・ 保育施設等における 事故の報告について」 （ 令和8年4月1日8福祉子保第18号） 8福祉子保第18号通知

15 「 教育・ 保育施設等における 事故発生時等の対応について」 （ 令和8年4月1日8福祉子保第19号） 8福祉子保第19号通知

16 「 建築基準法」 （ 昭和25年法律第201号） 建築基準法

17
「 特定教育・ 保育施設及び特定地域型保育事業並びに特定子ど も ・ 子育て支援施設等の運営に関する 基準」 （ 平
成26年内閣府令第39号）

府令
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項　 目 基本的な考え方 観　 点 関係法令等 評価事項 評価

1　 事業の内容 　 葛飾区で実施する 事業は次のと おり と する 。
( 1)  病児保育事業
　 　 児童が病気の回復期に至ら ない場合であり 、 かつ、
　 当面の症状の急変が認めら れない場合において、 当該
　 児童を病院・ 診療所、 保育所等に付設さ れた専用ス ペ
　 ース 又は本事業のための専用施設で一時的に保育する
　 事業。
( 2)  病後児保育事業
　 　 児童が病気の回復期であり 、 かつ、 集団保育が困難
　 な期間において、 当該児童を医療機関ま たは保育所に
　 付設さ れた専用ス ペース 等において一時的に保育する
　 事業。

1　 事業内容は適切か。 ( 1)  国実施要綱4
( 2)  葛飾区病児・ 病後児保育事
　 業等実施要綱第2条( 8) ( 9)
( 3)  葛飾区訪問型保育事業実施
　 要綱第2条( 1)
( 4)  東京都推進実施要綱第3条
　 ( 1)

( 1)  事業内容が適切でない。 Ｃ

( 3)  訪問型病後児保育事業
　 　 児童が回復期であり 、 かつ、 集団保育が困難な期間
　 において、 当該児童の自宅において一時的に保育する
　 事業。

2　 届出内容の変更 　 施設の届出事項に変更が生じ たと き は、 変更の日から
1月以内に区に変更届を提出する こ と が必要である 。
 ( 変更届出事項)
  ①　 事業の種類及び内容
  ②　 経営者の氏名及び住所( 法人である と き は、 その
　 　 名称及び主たる 事務所の所在地)
  ③　 条例、 定款その他の基本約款
  ④　 職員の定数及び職務の内容
  ⑤　 主な職員の氏名及び経歴
  ⑥　 事業を行おう と する 区域( 区の委託を受けて事業
　 　 を行おう と する 者にあっては、 区の名称を含む。 )
  ⑦　 事業の用に供する 施設の名称、 種類、 所在地及
　 　 び利用定員
  ⑧　 建物その他設備の規模及び構造並びにその図面

1　 変更が生じ た場合、 1月以内に変更
 届を 提出し ている か。

( 1)  児童福祉法第34条の18第2
　 項
( 2)  児童福祉法施行規則第36条
　 の38

( 1)  変更について変更届を届け出ていな
　 い。

( 2)  変更の日から 、 1月以内に変更届を提出
　 し ていない。

Ｃ

Ｂ

3　 対象児童

 ( 1)  病児保育事業

　 対象と なる 児童は、 次のと おり と する 。

　 当面症状の急変は認めら れないが、 病気の回復期に至っ
ていないこ と から 、 集団保育が困難であり 、 かつ、 保護者
の勤務等の都合によ り 家庭で保育を行う こ と が困難な児童
であって、 区が必要と 認めた乳児・ 幼児又は小学校に就学
し ている 児童（ 以下「 病児」 と いう 。 ） 。 事業の対象と な
る のは、 次のいずれかに該当する 児童と する 。
　 ①　 葛飾区内に住所を有し 、 現に保育施設、 認定こ ど
　 　 も 園又は幼稚園に通所し ており 、 保護者と その同居
　 　 の家族の就労等を理由に適切な監護を受けら れない
　 　 児童
　 ②　 葛飾区内に住所を有し ないが、 葛飾区内の保育所
　 　 又は認定こ ども 園に通所し ており 、 保護者と 同居の
　 　 家族の就労等を理由に適切な監護を受けら れない児
　 　 童
　 ③　 葛飾区内に住所を有し 、 保護者と その同居の家族
　 　 の就労・ 病気などを理由に適切な監護を受けら れな
　 　 い小学校1年生から 小学校3年生ま での児童
　 ④　 その他区長が特に必要と 認めた児童

1　 利用する 児童は本事業の対象と なる
 児童か。

( 1)  国実施要綱5
( 2)  葛飾区病児・ 病後児保育事
　 業等実施要綱第7条、 第8条、
　 第10条、 第11条
( 3)  葛飾区訪問型保育事業実施
　 要綱第3条
( 4)  東京都推進実施要綱第3条
  ( 2)

( 1)  本事業の対象と なら ない児童が本事業
　 を利用し ている 。

( 2)  本事業の対象と なる 児童である こ と の
　 確認がなさ れていない。

Ｂ

Ｂ
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項　 目 基本的な考え方 観　 点 関係法令等 評価事項 評価

 ( 2)  病後児保育事業 　 病気の回復期であり 、 集団保育が困難で、 かつ、 保護者
の勤務等の都合によ り 家庭で保育を行う こ と が困難な児童
であって、 区が必要と 認めた乳児・ 幼児又は小学校に就学
し ている 児童（ 以下「 病後児」 と いう 。 ） 。 事業の対象と
なる のは、 次のいずれかに該当する 児童と する 。
  ①　 葛飾区内に住所を有し 、 現に保育施設、 認定こ ど も
　 　 園又は幼稚園に通所し ており 、 保護者と その同居の家
　 　 族の就労等を理由に適切な監護を受けら れない児童
  ②　 葛飾区内に住所を有し ないが、 葛飾区内の保育所又
　 　 は認定こ ど も 園に通所し ており 、 保護者と 同居の家族
　 　 の就労等を理由に適切な監護を受けら れない児童
  ③　 その他区長が特に必要と 認めた児童

 ( 3)  訪問型病後児保育事業 　 葛飾区内に住所を有し 、 6歳に達し た日以後の最初の3月
31日ま での間にある 児童であり 、 病後児保育事業の対象で
ある 児童。

4　 定員
（ 訪問型保育事業を除く ）

( 1)  届け出ている 利用定員の範囲の受け入れと する 。

( 2)  病児保育実施施設及び病後児保育実施施設の利用定員
　 は、 原則4人と する 。 ただし 、 葛飾区長が必要と 認める
　 場合は、 こ の限り ではない。

1　 定員を 超えて児童を受け入れていな
 いか。

( 1)  葛飾区病児・ 病後児保育等
　 事業実施要綱第5条

( 1)  入所児童数の定員超過によ り 、 職員、 設
　 備、 面積等が基準を下回り 、 その結果施設
　 運営に重大な支障が生じ ている 。

Ｃ

5　 実施要件
 ( 1)  病児保育事業

　  ア　 実施場所

1　 必要な設備を有し ている か。 ( 1)  国実施要綱6( 1) ①
( 2)  保育所保育指針第1章1( 4)
　 イ ､2( 2) ア( ｲ) ②、 第3章3( 2)
( 3)  葛飾区病児・ 病後児保育等
　 事業実施要綱第4条第1項( 3)
( 4)  東京都推進実施要綱第3条
　 ( 3) ア( ｱ)

( 1)  保育室及び児童の静養又は隔離の機能を
　 持つ観察室又は安静室を有し ていない。

( 2)  静養、 又は隔離の機能が不十分である 。

( 3)  調理室を有し ていない。

( 4)  児童の事故防止及び衛生面への配慮がな
　 さ れておら ず、 養育に適し ていない。

( 5)  児童の事故防止及び衛生面への配慮が不
　 十分である 。

( 6)  医師の管理下と 同等の対応ができ ていな
　 い。

Ｃ

Ｂ

Ｃ

Ｃ

Ｂ

Ｂ

　 病児保育事業の実施要件は次のと おり と する 。

　 病院・ 診療所、 保育所等に付設さ れた専用ス ペース 又は
本事業のための専用施設であって、 次の①～④の基準を満
たし 、 区が適当と 認めたも のと する 。
  ①　 保育室及び児童の静養又は隔離の機能を持つ観察室
　 　 又は安静室を有し ている こ と 。 保育室の面積は児童1
　 　 人当たり 1. 98㎡以上と し 、 観察室又は安静室の面積は
　 　 1室3. 3㎡以上と する こ と 。
　 ※平成21年4月1日よ り 前から 実施し ている 事業において
　 　 は面積の基準については努力義務と する 。
  ②　 調理室を有する こ と 。 なお、 病児保育専用の調理室
　 　 を設ける こ と が望ま し いが、 本体施設等の調理室と 兼
　 　 用し ても 差し 支えないこ と 。
  ③　 事故防止及び衛生面に配慮さ れている など 、 児童の
　 　 養育に適し た場所と する こ と 。
　 ④　 医師が駐在し ている 医療機関に併設する 施設又は医
　 　 師の管理下と 同等の対応が可能な施設である こ と 。
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項　 目 基本的な考え方 観　 点 関係法令等 評価事項 評価

　  イ 　 職員の配置 　 病児の看護を担当する 看護師（ 准看護師含む） 、 保健
師又は助産師（ 以下「 看護師等」 と いう 。 ） を利用児童
おおむね10人につき 1名以上配置する と と も に、 病児が安
心し て過ごせる 環境を整える ために、 保育士を利用児童
おおむね3人につき 1名以上配置する こ と 。

( 1)  利用者がいる 時間帯の場合、 保育士及び看護師等に
  ついては原則常駐と する 。 ただし 、 以下の要件を満た
  し 、 利用児童にと って安心かつ安全な体制が確保さ れ
  ている 場合には、 看護師等の常駐を要件と し ないこ と
  ができ る 。

1　 看護師等、 保育士の配置は適切か。

2　 看護師等を常駐し ない場合は、 要件
 が満たさ れている か。

( 1)  国実施要綱6( 1) ②
( 2)  葛飾区病児・ 病後児保育等
　 事業実施要綱第4条第1項( 2)
( 3)  東京都推進実施要綱第3条
　 ( 3) ア( ｲ)

( 1)  預かる 児童に対し て、 看護師等・ 保育士
　 が不足し ている 。

( 1)  要件を満たし ていないにも かかわら ず、
　 看護師等が常駐し ていない。

Ｃ

Ｃ

  ①　 病気から の回復過程を遅ら せたり 、 二次感染を生
　 　 じ たり する こ と がないよ う 、 利用児童の病状等を定
　 　 期的に確認・ 把握し た上で、 適切な関わり と ケアを
　 　 行う こ と 。
  ②　 病児保育施設が医療機関内に設置さ れている 場合
    等であり 、 病児保育施設と 看護師等が病児保育以外
    の業務に従事し ている 場所が近接し ている こ と 。

3　 看護師等の常駐を要件と し ない場
 合、 利用児童にと って安心かつ安全な
 体制が確保さ れている か。

( 1)  看護師等の常駐を要件と し ない場合、 利
　 用児童にと って安心かつ安全な体制が確保
　 さ れていない。

Ｃ

  ③　 看護師等が病児保育以外の業務に従事し ている 場
　 　 合においても 、 緊急の場合には病児保育施設に速や
　 　 かに駆けつける こ と ができ る 職員体制が確保さ れて
　 　 いる こ と 。
  ④　 看護師等が常駐し ない場合であっても 、 保育士等
    を複数配置する こ と によ り 、 常に複数人によ る 保育
    体制を確保し ている こ と 。

( 2)  利用児童がいない場合については、 利用児童が発生
　 し た場合に、 連絡を受けた保育士及び看護師等が速や
  かに出勤し 、 業務に従事する など 、 柔軟な対応が可能
  と なる 職員体制が確保さ れていれば、 保育士及び看護
　 師等の常駐を要件と し ない。

1　 保育士及び看護師等を常駐さ せてお
 ら ず、 利用児童がいない場合でも 、 利
 用児童が発生し た場合に保育士及び看
 護師が速やかに従事でき る 職員体制が
 確保さ れている か。

( 1)  保育士及び看護師等を常駐さ せておら
　 ず、 利用児童がいない場合でも 、 利用児
　 童が発生し た場合に保育士及び看護師が
　 速やかに従事でき る 職員体制が確保さ れ
　 ていない。

Ｃ

　  ウ 　 その他 　 集団保育が困難であり 、 かつ、 保護者が家庭で保育を
行う こ と ができ ない期間内で対象児童の受け入れを行う
こ と 。
　 本事業を担当する 職員は、 利用の少ない日等におい
て、 感染症流行状況、 予防策等の情報提供や巡回支援等
を適宜実施する こ と 。

1　 受け入れの期間は適切か。

2　 本事業担当職員は、 利用の少ない日
 等において、 感染症予防等に資する 取
 り 組みを行っている か。

( 1)  国実施要綱6( 1) ③
( 2)  東京都推進実施要綱第3条
　 ( 3) ア( ｳ)

( 1)  受け入れの期間が不適切である 。

( 1)  本事業担当職員は、 感染症予防等に資す
　 る 取り 組みを行っていない。

Ｂ

Ｂ

Ｐ３



項　 目 基本的な考え方 観　 点 関係法令等 評価事項 評価

 ( 2)  病後児保育事業 　 病後児対応型の実施要件は次のと おり と する 。

　  ア　 実施場所 　 病院・ 診療所、 保育所等に付設さ れた専用ス ペース 又
は本事業のための専用施設であっ て、 次の①～③の基準
を 満たし 、 区が適当と 認めたも のと する 。
  ①　 保育室及び児童の静養又は隔離の機能を 持つ観察
　 　 室又は安静室を 有する こ と 。 保育室の面積は児童1
　 　 人当たり 1. 98㎡以上と し 、 観察室又は安静室の面積
　 　 は1室3. 3㎡以上と する こ と 。
　 ※平成21年4月1日よ り 前から 実施し ている 事業におい
　 　 ては面積の基準については努力義務と する 。
　 ②　 調理室を 有する こ と 。 なお、 病後児保育専用の調
　 　 理室を 設ける こ と が望ま し いが、 本体施設等の調理
　 　 室と 兼用し ても 差し 支えないこ と 。
　 ③　 事故防止及び衛生面に配慮さ れている など 、 児童
　 　 の養育に適し た場所と する こ と 。

1　 必要な設備を 有し ている か。 ( 1)  国実施要綱6( 2) ①
( 2)  葛飾区病児・ 病後児保
　 等事業実施要綱第4条第
　 2項
( 3)  東京都推進実施要綱第
　 3条( 3) イ ( ｱ)

( 1)  保育室及び児童の静養又は隔離の機能を
　 持つ観察室又は安静室を 有し ていない。

( 2)  静養又は隔離の機能が不十分である 。

( 3)  調理室を 有し ていない。

( 4)  児童の事故防止及び衛生面への配慮がな
　 さ れておら ず、 養育に適し ていない。

( 5)  児童の事故防止及び衛生面への配慮が不
　 十分である 。

Ｃ

Ｂ

Ｃ

Ｃ

Ｂ

　  イ 　 職員の配置 　 病後児の看護を 担当する 看護師等を 利用児童おおむね
10人につき 1名以上配置する と と も に、 病後児が安心し
て過ご せる 環境を 整える ために、 保育士を 利用児童おお
むね3人につき 1名以上配置する こ と 。
　 なお、 保育士及び看護師等を 常駐さ せない場合の要件
は( 1) 病児保育事業と 同じ と する 。
　 （ 3ページ参照）

1　 看護師等、 保育士の配置は適切か。

2　 看護師等を 常駐し ない場合は、 要件
 が満たさ れている か。

3　 看護師等の常駐を 要件と し ない場
 合、 柔軟な対応が可能と なる 職員体制
 が確保さ れている か。

4　 保育士及び看護師等を 常駐さ せてお
 ら ず、 利用児童がいない場合でも 、 利
 用児童が発生し た場合に保育士及び看
 護師が速やかに従事でき る 職員体制が
 確保さ れている か。

( 1)  国実施要綱6( 2) ②
( 2)  葛飾区病児・ 病後児保
　 育等事業実施要綱第4条第
　 1項( 2)
( 3)  東京都推進実施要綱第
　 3条( 3) イ ( ｲ)

( 1)  預かる 児童に対し て、 看護師等、 保育士
　 が不足し ている 。

( 1)  要件を 満たし ていないにも かかわら ず、
　 看護師等が常駐し ていない。

( 1)  保育士及び看護師等の常駐を 要件と し な
　 い場合、 柔軟な対応が可能と なる 職員体制
　 が確保さ れていない。

( 1)  保育士及び看護師等を 常駐さ せておら
　 ず、 利用児童がいない場合でも 、 利用児童
　 が発生し た場合に保育士及び看護師が速や
　 かに従事でき る 職員体制が確保さ れていな
　 い。

Ｃ

Ｃ

Ｃ

Ｃ

　  ウ 　 その他 　 集団保育が困難であり 、 かつ、 保護者が家庭で保育を
行う こ と ができ ない期間内で対象児童の受け入れを 行う
こ と 。
　 本事業を 担当する 職員は、 利用の少ない日等におい
て、 感染症流行状況、 予防策等の情報提供や巡回支援等
を 適宜実施する こ と 。

1　 受け入れの期間は適切か。

2　 本事業担当職員は、 利用の少ない日
 等において、 感染症予防等に資する 取
 り 組みを 行っ ている か。

( 1)  国実施要綱6( 2) ③
( 2)  東京都推進実施要綱第
　 3条( 3) イ ( ｳ)

( 1)  受け入れの期間が不適切である 。

( 1)  本事業担当職員が、 感染症予防等に資す
　 る 取り 組みを 行っ ていない。

Ｂ

Ｂ

 ( 3)  訪問型病後児保育事業 　 訪問型病後児保育事業の実施要件は次のと おり と す
る 。

　  ア　 実施場所 　 利用児童の居宅と する 。 ( 1)  国実施要綱6( 4) ①
( 2)  東京都推進実施要綱第
　 3条( 3) エ( ｱ)

( 1)  利用児童の居宅で実施し ていない。 Ｃ
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項目 基本的な考え方 観点 関係法令等 評価事項 評価

　  イ 　 職員の配置 　 次の①～③を 満たすこ と 。
  ①　 病後児の看護を 担当する 一定の研修を 修了し た
　 　 看護師等、 保育士、 研修によ り 区長が認めた者以
　 　 下「 家庭的保育者」 と いう 。 ） のいずれか1名以
　 　 上配置する こ と 。
  ②　 ①に定める 職員を 配置する 場合は、 「 職員の資
    質向上・ 人材確保等研修事業の実施について」
　 　 （ 令和6年3月30日こ 成事第350号通知） の別添6に
　 　 定める 研修を 修了し た者と する 。 なお、 令和7年3
    月31日ま での間に、 東京都推進実施要綱の別紙1に
　 　 掲げる 研修（ 区市町村等が実施する 他の研修会が
　 　 別紙1の内容を 満たす場合には、 その研修等の修了
　 　 を も っ て代える こ と も 差し 支えない） を 修了し た
　 　 者についても 配置でき る こ と と する 。
  ③　 預かる 病後児の人数は、 一定の研修を 修了し た
　 　 看護師等、 保育士、 家庭的保育者いずれか1名に対
　 　 し て、 1名程度と する 。 ただし 、 同一世帯かつ同一
　 　 場所に保育を 行う 場合は、 3名ま で保育する こ と が
　 　 でき る 。

1　 職員の配置数及び保有する 資格等は
 適切か。

2　 職員は定めら れた研修を 修了し てい
 る か。

3　 職員1名が預かる 病後児の人数は1名
 程度か。 又は同一世帯かつ同一場所に
 おいて3名ま でと し ている か。

( 1)  国実施要綱6( 4) ②
( 2)  葛飾区訪問型保育事業実施
　 要綱第16条
( 3)  東京都推進実施要綱第3条
　 ( 3) エ( ｲ)

( 1)  資格等を 保有する 職員が配置さ れてい
　 ない。

( 1)  職員は定めら れた研修を 修了し ていな
　 い。

( 1)  職員1名が預かる 病後児の人数が1名を
　 上回る 。 又は同一世帯かつ同一場所にお
　 いて3名を 超えて保育し ている 。

Ｃ

Ｃ

Ｃ

　  ウ 　 その他 　 集団保育が困難であり 、 かつ、 保護者が家庭で保育
を 行う こ と ができ ない期間内で対象児童宅への訪問を
行う こ と 。

1　 訪問を 行う 児童が利用の要件を 満た
 し ている か。

2　 訪問し て保育を 行う 期間が適切か。

( 1)  国実施要綱6( 4) ②
( 2)  東京都推進実施要綱第3条
　 ( 3) エ( ｳ)

( 1)  訪問を 行う 児童が利用の要件を 満たし
　 ていない。

( 1)  受け入れの期間が不適切である 。

Ｂ

Ｂ

6　 実施方法
 ( 1)  かかり つけ医の受診 　 病児保育事業及び病後児保育事業並びに訪問型病後

児保育事業については、 対象児童を かかり つけ医に受
診さ せた後、 保護者と 協議のう え、 受け入れ、 訪問の
決定を 行う こ と 。

1　 かかり つけ医に受診さ せた後、 保護
 者と 協議の上、 受け入れ又は訪問を 決
 定し ている か。

( 1)  国実施要綱7( 1)
( 2)  葛飾区病児・ 病後児保育事
　 業等実施要綱第13条第3項、
　 第15条第3項
( 3)  東京都推進実施要綱第3条
　 ( 4) ア

( 1)  保護者と 協議し て受け入れ、 訪問を 決
　 定する 前に、 対象児童を かかり つけ医に
　 受診さ せていない。

Ｂ

 ( 2)  葛飾区病児・ 病後児保育
　  診療情報提供書【 医療機関
   以外が実施する 施設に限
   る 。 】

　 医療機関でない施設が病児保育事業、 病後児保育事
業、 又は訪問型病後児保育事業を 実施する 場合は、 保
護者が提出する かかり つけ医が記入し た葛飾区病児・
病後児診療情報提供書（ 第4号様式） によ り 、 症状を 確
認し 、 受け入れ、 訪問の決定を 行う こ と 。

1　 提出さ れた葛飾区病児・ 病後児診療
 情報提供書によ り 症状を 確認し 、 受け
 入れ又は訪問を 決定し ている か。

( 1)  国実施要綱7( 3)
( 2)  葛飾区病児・ 病後児保育事
　 業等実施要綱第13条第4項
( 3)  葛飾区訪問型保育事業実施
　 要綱第8条

( 1)  医療機関でない施設が病児保育事業、
　 病後児保育事業及び訪問型保育事業を 実
　 施する 場合、 受け入れ、 訪問を 決定する
　 前に、 保護者が提出する かかり つけ医が
　 記入し た葛飾区病児・ 病後児診療情報提
　 供書によ り 症状を 確認し ていない。

Ｂ

7　 建物設備等の管理【 訪問型
 病後児保育事業を 除く 。 】

( 1)  設備構造は、 採光、 換気等利用し ている 者の保健
　 衛生及びこ れら の者に対する 危険防止に十分な考慮
　 を 払っ て設けら れなければなら ない。
  　 具体的には、 施設の温度、 湿度、 換気、 採光、 音
　 など の環境を 常に適切な状態に保持する と と も に、
　 施設内外の設備、 用具等の衛生管理に努める こ と 。
　 　 そし て、 設備構造はも と よ り 、 施設の運営管理上
　 から も 、 児童の安全確保が図ら れなければなら な
　 い。

1　 構造設備に危険な箇所はないか。

2　 施設の温度、 湿度、 換気、 採光、 音
 など の環境は適切か。

( 1)  保育所保育指針第3章
　 3( 1) 、 4( 1)
( 2)  区条例第3条（ 省令第5条第
　 5項）
( 3)  建築基準法28条第1項、 第
　 2項

( 1)  構造設備に危険な箇所がある 。

( 2)  備品が損傷し て危険がある 。

( 3)  危険物が放置さ れている 。

( 4)  構造設備その他にやや危険な箇所があ
　 る 。

( 1)  採光・ 換気等が悪い。

Ｃ

Ｃ

Ｃ

Ｂ

Ｃ

( 2)  利用者が使用する 設備等については、 衛生的な管
　 理に努め又は衛生上必要な措置を 講じ なければなら
　 ない。

1　 保育室、 便所等設備が清潔である
 か。

2　 施設内にある 用具（ 寝具、 遊具等）
 が清潔である か。

( 1)  保育所保育指針第3章3( 1) ( 1)  衛生上、 著し く 問題がある 。

( 2)  衛生管理が不十分である 。

Ｃ

Ｂ

Ｐ５



項目 基本的な考え方 観点 関係法令等 評価事項 評価

8　 留意事項
 ( 1)  医療機関と の連携等 ( 1)  本事業を実施する 施設は、 緊急時に児童を受け入

　 れても ら う ための医療機関（ 以下「 協力医療機関」
　 と いう 。 ） をあら かじ め選定し 、 事業運営への理解
　 を求める と と も に、 協力関係を構築する こ と 。

( 2)  医療機関でない施設が病児保育事業、 訪問型保育
　 事業を実施する 場合は、 児童の病態の変化に的確に
　 対応し 、 感染の防止を徹底する ため、 日常の医療面
　 での指導、 助言を行う 医師（ 以下「 指導医」 と い
　 う 。 ） をあら かじ め選定する こ と 。

( 3)  病児保育事業及び訪問型保育事業を実施する 場合
　 においては、 指導医又は協力医療機関（ 併設する 医
　 療機関の医師を 含む。 ） と の関係において、 緊急時
　 の対応についてあら かじ め文書によ り 取り 決めを行
　 う こ と 。

( 4)  本事業を実施する に当たっ ては、 指導医・ 嘱託医
　 と 相談のう え、 一定の目安（ 対応可能な症例、 開所
　 （ 訪問） 時間等） を作成する と と も に、 保護者に対
　 し て周知し 、 理解を得る こ と 。

1　 緊急時に児童を受け入れても ら う た
 めの医療機関をあら かじ め選定し 、 医
 療機関と の協力関係を構築し ている
 か。

2　 日常の医療面での指導、 助言を行う
 指導医をあら かじ め選定し ている か。

3　 協力医療機関ま たは指導医と の関係
 において、 緊急時の対応をあら かじ
 め文書で取り 決めている か。

4　 事業実施にあたっ て、 保護者に周知
 し 、 理解を得ている か。

( 1)  国実施要綱8( 1)
( 2)  葛飾区病児・ 病後児保育事
　 業等実施要綱第4条第1項( 4)
　 ( 5) 、 第14条第4項
( 3)  東京都推進実施要綱第3条
　 ( 5) ア

( 1)  緊急時に児童を受け入れても ら う ため
　 の医療機関をあら かじ め選定し ていな
　 い。
　 又は医療機関と の協力関係を構築し てい
　 ない。

( 1)  日常の医療面での指導、 助言を 行う 指
　 導医をあら かじ め選定し ていない。

( 1)  協力医療機関又は指導医と の関係にお
　 いて、 緊急時の対応があら かじ め文書
　 で取り 決めら れていない。

( 1)  事業実施にあたっての保護者周知がな
　 さ れていない。 又は不足し ている 。

Ｂ

Ｂ

Ｂ

Ｂ

 ( 2)  感染の防止 ( 1)  体温の管理等その他健康状態を適切に把握する と
　 と も に、 複数の児童を受け入れる 場合は、 他児への
　 感染に配慮する こ と 。

( 2)  手洗い等の設備を設置し 、 衛生面への十分な配慮
　 を施すこ と で、 他児及び職員への感染を 防止する こ
　 と 。

( 3)  児童の受け入れに際し ては、 予防接種の状況を確
　 認する と と も に、 必要に応じ て予防接種する よ う 助
　 言する こ と 。

1　 体温の管理等、 対象児童の適切な健
 康状態の把握に努めている か。

2　 他児及び職員への感染を防止への配
 慮がなさ れている か。

3　 対象児童の予防接種の状況を 確認
 し 、 必要に応じ て接種を助言し ている
 か。

( 1)  国実施要綱8( 8)
( 2)  東京都推進実施要綱第3条
　 ( 5) カ

( 1)  対象児童の適切な健康状態を把握する
　 ための体温管理等を行っていない。

( 1)  手洗い等の設備が設けら れておら ず、
　 他児及び職員に対する 感染防止への配慮
　 がなさ れていない。

( 1)  対象児童の予防接種の状況を把握し て
　 いない。 又は、 必要に応じ て予防接種を
　 する よ う 助言をし ていない。

Ｃ

Ｃ

Ｂ

 ( 3)  虐待等の行為 ( 1)  職員は、 利用児童に対し 、 次に掲げる 行為その他
　 児童の心身に有害な影響を与える 行為を し てはなら
　 ない。

　 ア　 児童の身体に外傷が生じ 、 又は生じ る おそれの
　 　 ある 暴行を加える こ と 。

　 イ 　 児童にわいせつな行為を する こ と 又は児童をし
　 　 てわいせつな行為をさ せる こ と 。

　 ウ 　 児童の心身の正常な発達を妨げる よ う な著し い
　 　 減食又は長時間の放置、 同居人も し く は生活を共
　 　 にする 他の児童によ る ア、 イ 又はエの行為の放置
　 　 その他の施設職員と し ての養育又は業務を著し く
　 　 怠る こ と 。

　 エ　 児童に対する 著し い暴言又は著し く 拒絶的な対
　 　 応その他の児童に著し い心理的外傷を 与える 言動
　 　 を 行う こ と 。

1　 児童の心身に有害な影響を与える 行
 為をし ていないか。

( 1)  区条例第3条（ 省令第9条の
　 2）
( 2)  児童福祉法第33条の10
( 3)  児童虐待防止法第2条、 第3
　 条
( 4)  保育所保育指針第1章1( 1)
　 ア、 エ、 ( 5) ア

( 1)  心身に有害な影響を 与える 行為をし て
　 いる 。

( 2)  一部不適切な行為がある 。

Ｃ

Ｂ

Ｐ６



項目 基本的な考え方 観点 関係法令等 評価事項 評価

 ( 3)  虐待等の行為 ( 2)  病児保育事業・ 病後児保育事業実施施設の施設長又
　 は管理者（ 以下「 管理者」 と いう 。 ） は、 保育士を任
　 命し 、 又は雇用し よ う と する と き は、 データ ベース を
　 活用する と と も に、 任命又は雇用する 保育士につい
　 て、 当該保育士が児童生徒性暴力を行ったと 思料する
　 と き は、 速やかにその旨を葛飾区に報告する こ と 。
　 　 管理者は、 児童福祉法等の一部を改正する 法律
　 （ 令和4年6月15日法律第66号） の趣旨を踏ま え、 関係
　 者と の連携を図り つつ、 施設における 保育士によ る 児
　 童生徒性暴力等の防止等に取り 組むと と も に、 当該施
　 設に在籍する 児童が保育士によ る 児童生徒性暴力等を
　 受けたと 思われる と き は、 適切かつ迅速にこ れに対処
　 する こ と 。

2　 データ ベース を活用する と 共に、 保
 育士が児童生徒性暴力を行った思料し
 たと き 、 ま た、 在籍する 児童が保育士
 によ る 児童生徒性暴力等を受けたと 思
 われる と き 、 速やかに区に報告する な
 ど 、 必要な措置を講じ ている か。

( 1)  子発0327第5号通知
( 2)  保育所保育指針第1章1( 5) ア
( 3)  児童福祉法第18条の20の3、
　 第18条の36

( 1)  必要な措置を講じ ていない。

( 2)  必要な措置が不十分である 。

Ｃ

Ｂ

 ( 4)  休息等の状況 　 子ど も の発達過程に応じ て、 安全な環境の下で休息を
取る こ と ができ る よ う にする こ と 。

1　 午睡等の適切な休息をと っている
 か。

2　 午睡時の安全対策を講じ ている か。

( 1)  保育所保育指針第1章2( 2) ア
 ( ｲ) ④､イ ( ｲ) ④、 3( 2) オ

( 1)  午睡など の適切な休息を全く と ってい
　 ない。

( 1)  休息のために適切な環境を確保し てい
　 ない。

Ｃ

Ｂ

 ( 5)  保護者と の連絡状況 　 子ど も の保護者と 密接な連絡をと り 、 保育の内容等に
つき 、 保護者の理解及び協力を得る よ う に努めなければ
なら ない。
　 保護者に対する 支援は、 子ど も の送迎時の対応、 相談
や助言、 連絡や通信など 様々な機会を活用し 、 子ど も の
様子や日々の保育の意図など を説明し て保護者と の相互
理解に努める こ と 。

1　 保護者と の連絡は十分か。 ( 1)  保育所保育指針第1章2( 2) ア
　 ( ｲ) 、 第2章1( 3) ､4( 3) 、 第3章
  1( 1) ､( 3) ､第4章2( 1) ア

( 1)  保護者と の連絡体制ができ ていない。

( 2)  保護者と の連絡が不十分である 。

( 3)  緊急時の連絡先の把握が不十分である 。

Ｃ

Ｂ

Ｂ

 ( 6)  書類の整備 　 病児保育事業を行う にあたり 、 必要な帳簿を整備し て
おく こ と 。
　 例　 ・ 保育日誌や利用児童に関する 申請書や記録
　 　 　 ・ 事業に従事する 職員に関する 書類（ 資格証等）
　 　 　 ・ 医療機関と の契約書　 など

1　 必要な帳簿を備えつけている か。 ( 1)  国実施要綱8( 2) ( 1)  事業運営に必要な帳簿を施設で備えてい
　 ない。

( 2)  帳簿の一部が未整備である 。

Ｃ

Ｂ

 ( 7)  児童の安全管理の状況 ( 1)  保育中の事故防止のために、 子ど も の心身の状態等
　 を踏ま えつつ、 施設内外の安全点検に努め、 安全対策
　 のために職員の共通理解や体制作り を図る と と も に、
　 家庭や地域の諸機関の協力の下に安全指導を行う こ
　 と 。
　 　 事故防止の取組を行う 際には、 特に睡眠中、 食事
　 中、 送迎等の場面では重大事故が発生し やすいこ と を
　 踏ま え、 施設内の環境の配慮や、 指導の工夫を行う な
　 ど 、 必要な対策を講じ る こ と 。

　 ア　 危険な場所、 設備等を把握し 、 囲障の設置、 鍵等
　 　 の状況を点検し ている か。
　 イ 　 携帯電話等によ る 連絡体制を確保し ている か。
　 ウ 　 施設で事故が発生し た場合は、 適切な処置がと ら
　 　 れている か。

1　 児童の事故防止に配慮し ている か。

2　 事故発生し た場合に適切に対応し て
 いる か。

( 1)  保育所保育指針第1章1( 4)
　 イ ､2( 2) ア( ｲ) ②、 第3章3( 2)
　 ア、 イ
( 2)  雇児総発第402号通知
( 3)  保育所保育指針第3章1( 3) ア

( 1)  児童の事故防止に配慮し ていない。

( 1)  児童の事故防止に対する 配慮が不十分で
　 ある 。

( 2)  事故発生時の対応を適切に行っていな
　 い。

( 3)  事故発生時の対応が不十分である 。

Ｃ

Ｂ

Ｃ

Ｂ

Ｐ７



項目 基本的な考え方 観点 関係法令等 評価事項 評価

 ( 7)  児童の安全管理の状況 1　 報告対象と なる 事故を区に速やかに
 報告し ている か。

( 1)  こ 成安第45号通知
( 2)  8福祉子保第18号通知
( 3)  8福祉子保第19号通知

( 1)  事故報告が行われていない。

( 2)  事故報告が速やかに行われていない。

Ｃ

Ｂ

 ( 8)  区事業における 管理者 　 管理者は次の各号に掲げる 事項に留意し なければなら
ない。
①　 体温の管理等健康状態を的確に把握し 、 児童の病状
　 に応じ て安静を保てる よ う な処遇をする こ と 。
②　 他の児童への感染防止に配慮する こ と 。
③　 前2号に掲げる も ののほか、 適切な保育を実施する
　 ために必要な措置を講ずる こ と 。

1　 区事業実施施設の管理者は、 施設運
 営に必要な留意事項を遵守し ている
 か。

( 1)  保育所保育指針第3章1( 3) 、
　 第5章2( 1)

( 1)  管理者が、 施設運営に必要な留意事項を
　 遵守し ていない。

Ｂ

 ( 9)  研修 　 病児保育事業に従事する 職員については、 「 職員の資
質向上・ 人材確保等研修事業の実施について」 の別添4
に定める 研修を受講し 、 資質の向上に努める こ と 。

1　 従事職員に定めら れた研修を受講さ
 せ、 資質の向上に努めている か。

( 1)  国実施要綱9
( 2)  東京都推進実施要綱第3条
　 ( 6)

( 1)  従事職員に定めら れた研修を受講さ せて
　 いない。

Ｂ

( 2)  次に掲げる 事故等が発生し た場合には葛飾区に報告
　 する こ と 。
　 ①　 重大事故
　 　 ア　 死亡事故
　 　 イ 　 意識不明事故（ ど んな刺激にも 反応し ない状態
　 　 　 に陥ったも の）
　 　 ウ 　 治療に要する 期間が30日以上の負傷や疾病を伴
　 　 　 う 重篤な事故
　 ②　 自動車への置き 去り 事故
　 　 　 送迎用バス の置き 去り 防止を支援する 安全装置
　 　 （ 以下、 「 安全装置」 と いう 。 ） の装備が義務付け
　 　 ら れている 自動車は以下のア及びイ の双方に該当す
　 　 る 場合、 安全装置の装備が義務付けら れていない自
　 　 動車は以下のアに該当する 場合に報告する こ と 。
　 　 ア　 点呼等によ る 所在確認の不実施によ る 事故
　 　 イ 　 安全装置の不適切な運用や故障等によ る 事故
　 ③　 感染症若し く は食中毒の発生又は発生が疑われる
　 　 状況が生じ 、 次のア、 イ 又はウ に該当する 場合
　   ア  同一の感染症若し く は食中毒によ る 又はそれら
　 　 　 によ る と 疑われる 死亡者又は重篤患者が1週間内
　 　 　 に2名以上発生し た場合
　 　 イ 　 同一の感染症若し く は食中毒の患者又はそれら
　 　 　 が疑われる 者が10名以上又は全利用者の半数以上
　 　 　 発生し た場合
　 　 ウ   ア及びイ に該当し ない場合であっても 、 通常の
　 　 　 発生動向を上回る 感染症等の発生が疑われ、 特に
　 　 　 園長が報告を必要と 認めた場合
  ④  迷子、 置き 去り 、 連れ去り 等が発生し 又は発生し
　 　 かけた場合
  ⑤  その他、 児童の生命ま たは身体被害に係る 重大な
　 　 事故に直結する よ う な事案が発生し た場合

Ｐ８



項目 基本的な考え方 観点 関係法令等 評価事項 評価

 ( 10)  職員の採用 　 管理者は、 保育士を任命又は雇用し よ う と する と き
は、 データ ベース を活用する こ と 。
　 データ ベース によ り 、 特定登録取消者に該当する こ と
が判明し た場合、 その情報を端緒と し て、 採用面接等を
通じ て本人に経歴等よ り 詳細な確認を行ったり 、 本人の
同意を得た上で過去の勤務先に事実関係の確認を行う な
ど 、 十分に慎重に、 適切な任命又は雇用の判断を行う 必
要がある 。

※特定登録取消者と は次の者のこ と をいう 。
①　 児童生徒性暴力等を行ったこ と によ り 、 保育士の登
　 録を消さ れた者。
②　 ①以外の者で保育士登録を取り 消さ れた者のう ち、
　 保育士登録を受けた日以後の行為が児童生徒性暴力等
　 に該当し ていたと 判明し た者。

1　 保育士の任命、 又は雇用の際にデー
 タ ベース を活用し 、 適切な任命又は雇
 用の判断を行っている か。

( 1)  児童福祉法第18条の36 ( 1)  データ ベース を活用し 、 適切な任命又
　 は雇用の判断を行っていない。

Ｃ

 ( 11)  保護者負担 ( 1)  本事業の実施に必要な経費の一部を保護者負担と す
　 る こ と ができ る 。
( 2)  病児・ 病後児保育事業において、 受託者は利用者と
　 の契約によ り 、 利用料を徴収する こ と ができ る 。
　 　 こ の場合において、 利用料は1人1日2, 000円と す
　 る 。
( 3)  病児・ 病後児保育事業において、 利用料のほか、 事
　 業に要し た食事等の実費を利用者の保護者に請求する
　 こ と ができ る 。 こ の場合において、 請求する こ と がで
　 き る 金額は1日500円を超えないも のと する 。
( 4)  訪問型保育事業において、 受託者は利用者と の契約
　 によ り 1人1時間につき 800円（ 2人目又は3人目につい
　 ては1人1時間につき 500円） を徴収する こ と ができ
　 る 。

1　 利用者が負担する 費用の支払いを受
 けている か。

( 1)  国実施要綱10
( 2)  葛飾区病児・ 病後児保育事
　 業等実施要綱第18条
( 3)  葛飾区訪問型保育事業実施
　 要綱第11条
( 4)  府令第56条第1項
( 5)  東京都推進実施要綱第3条
　 ( 7)

( 1)  保護者が負担する 費用の支払いを受け
　 ていない。

( 2)  費用の受領が不十分である 。

( 3)  領収証を交付し ていない。

Ｃ

Ｂ

Ｃ

Ｐ9



項　 目 基本的な考え方 観　 点 関係法令等 評価事項 評価

特定子ど も ・ 子育て支援施設

1  利用児童を平等に取り 扱う 原
 則

　 提供者は、 利用児童の国籍、 信条、 社会的身分ま たは
特定子ど も ・ 子育て支援の提供に要する 費用を負担する
か否かによ って、 差別的取扱いをし てはなら ない。

1　 国籍、 社会的身分等によ り 、 差別的
 取扱いをし ていないか。

( 1)  府令第59条 ( 1)  差別的取り 扱いをし ている 。

( 2)  一部不適切な行為がある 。

Ｃ

Ｂ

2  秘密保持等 ( 1)  特定子ど も ・ 子育て支援を提供する 施設ま たは事業
　 所の職員及び管理者は、 正当な理由がなく 、 その業務
　 上知り 得た利用児童ま たはその家族の秘密を漏ら し て
　 はなら ない。

1　 職員及び管理者が、 正当な理由がな
 く 、 業務上知り 得た利用児童ま たはの
 家族の秘密を漏ら すこ と がないよ う 、
 必要な措置（ 規程の整備、 雇用時の取
 決め等） を講じ ている か。

2　 正当な理由がなく 秘密を漏ら し てい
 ないか。

( 1)  府令第60条第1項 ( 1)  必要な措置を講じ ていない。

( 2)  必要な措置が不十分である 。

( 1)  正当な理由がなく 秘密を漏ら し ている 。

Ｃ
 
Ｂ
 

Ｃ

( 2)  提供者は、 職員であった者が、 正当な理由がなく 、
　 その業務上知り 得た利用児童ま たはその家族の秘密を
　 漏ら すこ と がないよ う 、 必要な措置を講じ なければな
　 ら ない。

1　 職員であった者が、 秘密を漏ら すこ
 と がないよ う 必要な措置（ 規程の整
 備、 雇用時の取決め等） を講じ ている
 か。

( 1)  府令第60条第2項 ( 1)  必要な措置を講じ ていない。

( 2)  必要な措置が不十分である 。

Ｃ

Ｂ

( 3)  提供者は、 小学校、 他の提供者その他の機関に対し
　 て、 利用児童に関する 情報を提供する 際には、 あら か
　 じ め文書によ り 当該利用児童に係る 保護者の同意を得
　 ておかなければなら ない。
　 　 こ の文書によ る 同意については、 あら かじ め保護者
　 の承諾があれば、 当該文書によ る 同意に代えて、 電子
　 情報処理組織（ 提供者の使用に係る 電子計算機（ コ ン
　 ピ ュ ータ ー等） と 保護者の使用に係る 電子計算機と を
　 電気通信回線（ イ ンタ ーネッ ト 等） で接続し たも の）
　 を使用する 方法その他の情報通信の技術を利用する 方
　 法（ 以下「 電磁的方法」 と いう 。 ） によ り 得る こ と が
　 でき る 。 こ の場合において、 提供者は、 当該文書によ
　 る 同意を得たも のと みなす。

1　 利用児童に関する 情報を他の機関に
 提供する 際に、 あら かじ め文書ま たは
 電磁的方法によ り 保護者の同意を得て
 いる か。

( 1)  府令第60条第3項
( 2)  府令第62条第6項

( 1)  あら かじ め文書等によ り 同意を得ていな
　 い。

Ｃ

3  備付書類と 記録の整備等
 ( 1)  教育・ 保育その他の子ど
　  も ・ 子育て支援の提供の記録

　 特定子ど も ・ 子育て支援提供者（ 以下「 提供者」 と い
う 。 ） は、 特定子ど も ・ 子育て支援を提供し た際は、 提
供し た日及び時間帯、 当該特定子ど も ・ 子育て支援の具
体的な内容その他必要な事項を記録し なければなら な
い。

1　 特定子ど も ・ 子育て支援の提供日、
 提供日ごと の時間帯、 当該特定子ど も
 ・ 子育て支援の具体的な内容その他必
 要な事項を記録し ている か。

( 1)  府令第54条 ( 1)  記録をし ていない。

( 2)  記録の内容が不十分である 。

Ｃ

Ｂ

 ( 2)  記録の整備 ( 1)  提供者は、 職員、 設備及び会計に関する 諸記録を整
　 備し ておかなければなら ない。

1　 職員、 設備及び会計に関する 諸記録
 を整備し ている か。

( 1)  府令第61条第1項 ( 1)  職員、 設備ま たは会計に関する 諸記録が
　 整備さ れていない。

( 2)  諸記録の整備が不十分である 。

Ｃ

 
Ｂ

( 2)  提供者は、 府令第54条の規定によ る 特定子ど も ・ 子
　 育て支援の提供の記録及び府令第58条の規定によ る 区
　 への通知に係る 記録を整備し 、 その完結の日から 5年間
　 保存し なければなら ない。

1　 特定子ど も ・ 子育て支援の提供の記
 録及び保護者に関する 区への通知に係
 る 記録を整備し 、 5年間保存し ている
 か。

( 1)  府令第61条第2項 ( 1)  提供の記録ま たは保護者に関する 区への
　 通知に係る 記録を整備し ていない、 ま たは
　 5年間保存さ れていない。

( 2)  記録の整備・ 保存が不十分である 。

Ｃ
 

 
Ｂ
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項　 目 基本的な考え方 観　 点 関係法令等 評価事項 評価

 ( 3)  電磁的記録等 ( 1)  提供者は、 府令の規定によ る 書面等の交付ま たは提
　 出については、 当該書面等が電磁的記録（ HD、 CD、 DVD
　 等） によ り 作成さ れている 場合には、 当該書面等の交
　 付ま たは提出に代えて、 電磁的方法（ メ ール、 HP、 FD
　 ・ CD－ROM等） によ り 提供する こ と ができ る 。
　 　 こ の場合において、 提供者は当該書面等を交付ま た
　 は提出し たも のと みなす。
  　 なお、 電磁的方法によ り 提供する 際は、 あら かじ
　 め、 保護者に対し 、 その用いる 次に掲げる 電磁的方法
　 の種類及び内容を示し 、 文書ま たは電磁的方法によ る
　 承諾を得なければなら ない。
　 ①　 府令第62条第2項各号に規定する 方法のう ち提供
　 　 者が使用する も の
　 ②　 フ ァ イ ルへの記録の方式

1　 電磁的方法によ り 提供する 際は、 あ
 ら かじ め保護者から 文書ま たは電磁的
 方法によ る 承諾を得ている か。
 
2　 電磁的方法の種類及び内容を明示し
 ている か。

( 1)  府令第62条第2項、 第4項 ( 1)  あら かじ め承諾を得ず電磁的方法で提供
　 し ている 。

( 1)  電磁的方法の種類及び内容を明示し てい
　 ない、 ま たは明示が不十分である 。

Ｂ
 

Ｂ
  

( 2)  電磁的方法によ り 提供する 場合は、 保護者がフ ァ イ
　 ルへの記録を出力する こ と によ る 文書を作成する こ と
　 ができ る も のでなければなら ない。

1　 保護者がフ ァ イ ルへの記録を出力す
 る こ と によ る 文書を作成する こ と がで
 き る か。

( 1)  府令第62条第3項 ( 1)  記録を出力する こ と によ る 文書を作成で
　 き ない。

( 2)  一部記録を出力する こ と によ る 文書を作
　 成でき ない。

Ｃ

 
Ｂ

( 3)  府令第62条第4項の規定によ る 承諾を得た提供者は、
　 保護者から 文書ま たは電磁的方法によ り 、 電磁的方法
　 によ る 提供を受けない旨の申出があったと き は、 保護
　 者に対し 、 電磁的方法によ って提供し てはなら ない。

1　 電磁的方法によ る 提供を受けない旨
 の申出をし た保護者に対し て電磁的方
 法によ る 提供を行っていないか。

( 1)  府令第62条第5項 ( 1)  電磁的方法によ り 提供し ている 。
  

Ｃ

4　 利用料及び特定費用の額の受
 領
 ( 1)  利用料の額の受領（ 施設等
　  利用費（ 無償化分） が償還払
　  の場合）

　 提供者は、 特定子ど も ・ 子育て支援を提供し たと き
は、 施設等利用給付認定保護者（ 以下「 保護者」 と い
う 。 ） から 、 その者と の間に締結し た契約によ り 定めら
れた特定子ど も ・ 子育て支援の提供の対価（ 特定費用に
係る も のを除く 。 以下「 利用料」 と いう 。 ） の額の支払
を受ける も のと する 。

1　 保護者と の間に締結し た契約によ り
 定めら れた利用料の額を徴収し ている
 か。

( 1)  府令第55条第1項 ( 1)  徴収し た額が適正でない。 Ｃ
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項目 基本的な考え方 観点 関係法令等 評価事項 評価

 ( 2)  特定費用の額の受領 　 提供者は、 利用料（ 法定代理受領の場合は、 施設等利
用費控除利用料） のほか、 特定費用の額の支払を保護者
から 受ける こ と ができ る 。 こ の場合において、 提供者
は、 あら かじ め、 当該支払を求める 金銭の使途及び額並
びに理由について書面ま たは当該書面に係る 電磁的記録
によ り 明ら かにする と と も に、 保護者に対し て説明を行
い、 同意を得なければなら ない。
 
※特定費用と は、 次に掲げる 費用をいう 。
①　 日用品、 文房具その他の特定子ど も ・ 子育て支援に
　 必要な物品の購入に要する 費用
②  特定子ど も ・ 子育て支援に係る 行事への参加に要す
　 る 費用
③  特定子ど も ・ 子育て支援施設を提供する 施設ま たは
　 事業所に通う 際に提供さ れる 便宜に要する 費用
④  ( 1) ～( 3) のほか、 特定子ど も ・ 子育て支援において
　 提供さ れる 便宜に要する 費用のう ち、 特定子ど も ・ 子
　 育て利用において通常必要と さ れる も のに係る 費用で
　 あって、 施設等利用給付認定保護者に負担さ せる こ と
　 が適当と 認めら れる も の

1　 特定費用の額の支払を受ける に当た
 り 、 保護者に当該支払を求める 金銭の
 使途、 額、 理由について書面ま たは電
 磁的記録によ り 明ら かにする と と も
 に、 説明し 同意を得ている か。

( 1)  府令第55条第2項
( 2)  府令第62条第1項

( 1)  支払を受ける に当たり 、 金銭の使途、
　 額、 理由について書面等によ り 明ら かにし
　 ていない。

( 2)  保護者に説明し ていない、 ま たは同意を
　 得ていない。

Ｂ

Ｂ
  

5　 領収証及び特定子ど も ・ 子育
 て支援提供証明書の交付
 ( 1)  領収証の交付 　 提供者は、 利用料（ 法定代理受領の場合は、 施設等利

用費控除利用料） 及び特定費用の支払を受ける 際、 当該
支払をし た保護者に対し 、 領収証を交付し なければなら
ない。 こ の場合において、 当該領収証は、 利用料の額と
特定費用の額と を区分し て記載し なければなら ない。
ただし 、 特定費用の支払のみを受ける 場合は、 こ の限り
でない。

1　 利用料及び特定費用の支払を受けた
 際に、 保護者に領収証を交付し ている
 か。

2　 領収証は、 利用料の額と 特定費用の
 額と を区分し て記載し ている か。

( 1)  府令第56条第1項、 第57条 ( 1)  領収証を交付し ていない。

( 1)  領収証について、 利用料の額と 特定費用
　 の額と を区分し ていない。

Ｃ

 
 
Ｃ

 ( 2)  特定子ど も ・ 子育て支援提
　  供証明書の交付

　 提供者は、 利用料及び特定費用の支払をし た保護者に
対し 、 当該支払に係る 特定子ど も ・ 子育て支援を提供し
た日及び時間帯、 当該特定子ど も ・ 子育て支援の内容、
費用の額その他施設等利用費の支給に必要な事項を記載
し た特定子ど も ・ 子育て支援提供証明書を交付し なけれ
ばなら ない。

1　 利用料及び特定費用の支払をし た保
 護者に対し 、 施設等利用費の支給に必
 要な事項を記載し た特定子ど も ・ 子育
 て支援提供証明書を交付し ている か。

( 1)  府令第56条第2項、 第57条 ( 1)  特定子ど も ・ 子育て支援提供証明書を交
　 付し ていない。

( 2)  施設等利用費（ 無償化分） の額の通知を
　 し ていない。

( 3)  特定子ど も ・ 子育て支援提供証明書の記
　 載内容が不十分である 。

Ｃ

Ｃ

Ｂ

6　 保護者に関する 区への通知 　 提供者は、 特定子ど も ・ 子育て支援を受けている 施設
等利用給付認定子ど も （ 以下「 利用児童」 と いう 。 ） に
係る 保護者が偽り その他不正な行為によ って施設等利用
費の支給を受け、 ま たは受けよ う と し たと き は、 遅滞な
く 、 意見を付し てその旨を当該支給に係る 区に通知し な
ければなら ない。

1　 保護者に関する 不正な行為によ る 施
 設等利用費の受給等について、 区に通
 知し ている か。

( 1)  府令第58条 ( 1)  区に通知をし ていない。 Ｃ
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